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1― 高まるオフィス戦略の重要性

　グローバル競争が激化する下で、従業員

の能力や創造性を企業競争力の源泉と認

識し、それを最大限に引き出し、イノベー

ション創出につなげていくための創造的

なオフィスづくり、すなわち「クリエイティブ

オフィス」の構築・運用が重要になっている。

　一方、我が国では国を挙げて「働き方改

革」に取り組まれているところだが、「働き

方改革＝従業員の生産性向上」の視点から

も、オフィス戦略の重要性が高まっている。

2― クリエイティブオフィスの
　　　　 基本モデル

1｜コミュニティととらえる大原則　
　先進的・創造的なオフィスづくりには、

いくつかの共通点が見られる。これを本稿

では、クリエイティブオフィスの「基本モデ

ル」と呼ぶこととする。

　まずこの基本モデルを貫く大原則は、オ

フィス全体を街や都市など一種の「コミュ

ニティ」や「エコシステム」ととらえる設計

コンセプトに基づいているということで

ある［図表1］。

　エコシステムとは、元々は生態系での生

物と環境要因の相互作用を示す言葉だが、

オフィスでのエコシステムでは、オフィス環

境が従業員のモチベーションやワークス

タイル、従業員間のコミュニケーションや

コラボレーションに影響を与えることが

重要だ。

　この大原則の下で、5つの具体的な原則

を掲げたい［図表1］。以下では、この5つの

具体原則について概説する。

2｜企業内ソーシャル・キャピタルを育む視点
　「企業内ソーシャル・キャピタル」とは、

組織を円滑に機能させる従業員間の信

頼感や人的ネットワークを指し、社内のコ

ミュニケーションやコラボレーションの活

性化を通じて、イノベーション創出につな

がり得る。

　従業員間のつながりを促進するための

オフィスづくりでは、カフェ、ライブラリー、

広間、階段の吹き抜けスペース、開放的な

内階段、エスカレーターなど、偶発的な出

会いやインフォーマルなコミュニケーショ

ンを喚起するための休憩・共用スペースを

効果的に設置することが不可欠だ。

　加えて、執務フロアのレイアウトの工夫

も必要だ。製品・サービスの企画開発など

の視点から、関連性のある部署やグループ

会社を同一のオフィスに入居させ、ワンフ

ロアに集結させたり近接するフロアに配

置したりすることにより、部門間の壁を低

くすることが重要になっている。

3｜多様性を尊重する視点
　個々の従業員の能力や創造性を最大限

に引き出すためには、個々の多様なニーズ

を尊重し、それらに最大限対応できる働き

やすい場の多様な選択肢を従業員に提供

できることが望まれる。

　在るべきオフィス空間では、従業員同士

の交流を促すオープンなオフィス環境と集

中できる静かなオフィス環境の二者択一で

はなく、両極端にある両方の要素を共存さ

せてバランスを取らなければならない。

　社内でデスクを固定しない「フリーアド

レス」は、従業員同士の交流を促す施策の

1つだが、この場合も、1人で集中して業務

に取り組めるスペースを併設するなどの工

夫が必要だ。

4｜地域コミュニティと共生する視点
　不動産は外部性を持つため、社会性に配

慮した利活用が欠かせない。企業がある地

域に研究拠点や本社などのオフィスを構築

する場合、良き企業市民として地域社会の信

頼を勝ち得るために、まずは自然環境や景

観に配慮した適切な不動産管理が不可欠だ。

　企業は、不動産の利活用が地域社会の

自然環境や景観に及ぼす「外部不経済｣を

抑制・解消する一方で、構築した拠点を起

点に事業活動を通じて地域社会に生み出

す、地域活性化や社会課題解決など「外部
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経済効果」を最大限に引き出すことに取り

組むことが求められる。

5｜安全性に配慮する視点
　我が国でのオフィスビルの選択基準に

おいて、東日本大震災以降、従業員の安全

確保やBCP（事業継続計画）の遂行が、こ

れまでより強く意識されるようになった。

　オフィスビルのBCP強化施策メニュー

としては、耐震補強・省エネのための改修

や非常用発電機・燃料タンクの装備など

既存ビルでの施策、BCPに対応できる設備

仕様・立地条件を備えたオフィスビルへ

の建替えや移転、バックアップオフィスの

確保、食料・水・防災用品の常時備蓄、堅

牢なITインフラの整備、などが挙げられる。

6｜従業員の健康に配慮する視点
　従業員の健康保持・増進に戦略的に取

り組む「健康経営」*2は、従業員の活力や

生産性の向上をもたらし、結果的に企業価

値向上につながる。

　世界最大の資産運用会社である米ブ

ラックロックは、企業の長期的成長には働

き方改革による従業員の働きがい・満足

度の向上が不可欠であると考えている。健

康経営や働き方改革の推進を通じた、従

業員の活力や働きがいの向上は、資本市

場での企業価値評価においても重要なポ

イントになりつつある。

　 一方、米 国 で は、WELL認 証（WELL 

Building Standard）と呼ばれる、入居者

の健康や快適性に焦点を当てて建物を評

価する世界初の認証制度が2014年から

スタートしている。

　経営トップは、クリエイティブオフィス

を健康経営や働き方改革の推進のドライ

バーに位置付けるべきだ。

3― オフィスづくりの創意工夫を
　　　　 競い合う時代に

　先進的なグローバル企業は、既にクリエ

イティブオフィスの構築・運用を実践して

おり、欧米企業を中心にオフィスづくりの

創意工夫を競い合っている。

　例えば、米アップルは、2017年にカリ

フォルニア州クパチーノの広大な敷地に新

本社屋Apple Parkを構築した。総工費は

50億ドルと言われており、自社ビルへの

投資としては極めて巨額だ。

　この新本社屋の構築は、創業者の亡き

スティーブ・ジョブズ氏が指揮・主導した

プロジェクトだった。最先端の建築技術や

環境技術などを惜しげもなく駆使し、従業

員の創造性やコラボレーション、健康の促

進に重点を置いたApple Parkは、創造的

なオフィスデザインをいち早く取り入れて

きたジョブズ氏にとって、クリエイティブオ

フィスの集大成だったのではないだろうか。

　日本企業がアップルに学ぶべき点は、従業

員の創造性や健康の促進を通じたイノベー

ションの創出、企業文化の醸成や経営理念

の体現のためには、オフィスへの戦略投資を

惜しんではいけないということだろう。

4― 組織スラックを備えた経営の実践

　企業がイノベーションを生む創造性を

大切に育むためには、経営資源をぎりぎり

必要な分しか持たない ｢リーン（lean）型｣

の経営ではなく、経営資源にある程度の

余裕、いわゆる｢組織スラック（slack）｣を

備えた経営を実践しなければならない。

　例えば、様々な利用シーンに応じて多様

性を取り入れたオフィス空間は、イノベー

ション創出のために確保しておくべき組織

スラックであるが、リーン型の経営を徹底

すれば、非効率な空間とみなされ、画一的

な空間に変更されてしまうだろう。

　これまで多くの日本企業がそうであっ

たように、効率性のみを追求した個性のな

い均質なオフィス空間では、社内の活気や

創造性が失われ、企業内ソーシャル・キャ

ピタルは破壊され、イノベーションが生ま

れない悪循環に陥ることになるだろう。

　創造的なオフィス空間を活かすために

は、働き方にも組織スラックを取り入れる

必要がある。創造性豊かで能力の高い人

材の確保・定着のためには、企業は、創造

的で自由なオフィス空間の整備と柔軟で

裁量的なワークスタイルへの変革を、セッ

トで推進することが求められている。

5― 魂を注入したオフィスづくりが急務

　前述したクリエイティブオフィスの基本

モデルは、近未来や次世代でも大きく変わ

らないだろう。企業がこの基本モデルを一

刻も早く取り入れ、それに「魂を入れて」、構

築・運用を始めるべき時代が到来してい

ると言えよう。

　筆者は、クリエイティブオフィスの基本

モデルという器に注入すべき「魂」とは、前

述のワークスタイルの変革とともに、何よ

りも重要なのが各社の経営理念であると

考える。そして「魂を入れる」とは、経営理

念にふさわしい「オフィスのロケーション

の選択」、「インフィル（内装）を含めた不動

産としての設えの構築」、「オフィスの愛称

の選択」などを実践することだ。

　経営トップは、クリエイティブオフィスの

構築段階で、オフィスに経営理念をしっかり

と埋め込み、オフィスを経営理念や企業文

化の象徴と位置付けて、全社的な拠り所と

して求心力を持つ場に進化させていくこと

が求められる。そして運用段階では、ワーク

スタイルの変革を遂行しなければならない。

　クリエイティブオフィスの考え方を取り入

れ実践する日本企業は、一部の大企業やベ

ンチャー企業など、未だごく一部の先進企

業にとどまっている。国際競争の土俵に立

つためにも、一刻も早く、クリエイティブオ

フィスの構築に着手することが求められる。

詳しくは、基礎研レポート「クリエイティブオフィスの
すすめ」（2018年3月14日）を参照されたい。

［*1・2］ 「健康経営｣は、特定非営利活動法人健康経
営研究会の登録商標。
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